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ここ 20 年にわたり、広い範囲での調査研究結果において、心理社会的な職業性ストレス要因が

高血圧や心血管系疾患の危険因子である事が実証されている。有病率において増加が現れている

ストレス要因には、労働負荷（心理的業務要求と低い業務裁量の複合）、業務努力と報酬の不均衡、

脅威回避に注意が必要な業務、長時間労働が含まれている。本論説では、これらストレス要因と、

高血圧・心血管疾患との関連、その関連の根本となる生理学的、社会心理学的機序について総説

する。職業性ストレスの測定方法と、新しく、更に正確な血圧測定の技術についても述べる。最

後に、職業性ストレスの軽減と高血圧と心血管疾患の予防についての運用について総説する。そ

れらには、臨床医学的評価、職域における健康増進、企業組織への介入、法的側面からのアプロ

ーチ、職域における調査が含まれている。 
 
1. 序説 
ここ 20 年にわたり、広い範囲での調査研究結果において、心理社会的な職業性ストレス要因が

高血圧や心血管系疾患(CVD)の危険因子である事が実証されている。これらの調査結果は最近総

説されたが１、本論説に要約されている。付け加えて、本論説では、職業性ストレスの軽減と臨床

医学的検討に基づいた高血圧と心血管疾患の予防、職域における健康増進と企業組織への介入と

同様に、職業性ストレスと血圧測定方法について記載した。 
 
1.1. 心血管疾患 

CVD は工業化された世界において、罹患率と死亡率の大きな要因である。アメリカ合衆国では、

全死亡率のうち、41%を占めている 2 。1990 年には、CVD が世界中で死因の第 2 位から、2020
年には全死亡数の 36%以上を占める第 1 位に上がるであろうと考えられていた 3 。 
過去 40 年において、近代医学と公衆衛生活動における最も劇的な成功の 1 つは、工業国での

CVD の死亡率減少である 4 。先進国での CVD 死亡率の減少は、主に CVD 患者の間でのいくつ

かのリスク要因の軽減と、程度は小さいが医学介入によるものであるとみえる 5-8 。しかしなが

ら、CVD 発生率の低下（CVD の新たな発生率）は多くはなく、デンマーク 9、フィンランド 10、

スウェーデン 11-13、アメリカ 7,14,15における研究では、過去 20 年間における CVD 発生率の低下

はみられていない。 
CVD を発症するリスクのある人々にとって、いくつかのリスク要因の低下（例えば、喫煙、コ

レステロール、血圧）は、他の変化がない場合（体を動かさない生活 18,19 や高血圧 20,21）であっ

ても、発生率における軽度の効果で、他の要因（体重増加 16や糖尿病 17）に対して反対に作用す



 

るようだ。アメリカにおける高血圧の有病率は高く、言い換えるとアフリカ系アメリカ人の 3/4、
60-74 歳の白人では半数に認められる 22。 
社会経済的地位（SES:socioeconomic status）、性別、人種、労働条件の様な、社会的要因は、

これらの傾向を理解する上でおそらく重要である。例えば、低い SES は多くの CVD を伴うとい

う、重要で整合性のある根拠の論文がある 23,24 。高い SES と低い SES の間において CVD 死亡

率 25,26と発生率 11,27の差は、現実的に増加している。事実として、1 つの研究 27において、CVD
発生率は肉体労働者において増加している。高い CVD のリスクは、貧困や健康保険が無い事に

限定されていない。英国市職員の大規模研究 28,29では、SES 階級の上昇は、全ての死亡要因と

CVD のリスクの低減に関連がみられた。増加した心疾患死亡リスクの半分以上は、喫煙やコレス

テロール、高血圧のような通常のリスクでは説明できない、低い労働条件によるものである。 
他の説明は、何である可能性があるのだろうか。住居、食生活、育児機能、身体的労働条件、

休養の可能性のような物理的状況は、おそらく全てが、高い社会的地位の人々に伴うものである

25。より高い地位の集団は、健康によい生活習慣の促進、疎外された生活の減少、健康を害する

行動を改善する助けになる労働条件に対するより多くの資源を持っている 30。体を動かさない習

慣や喫煙は、低管理の労働環境で窮地に追い込まれた個人の状況において、しばしば発生する 31。

業務管理の分布は、市職員雇用地位における CHD のリスクという点で、社会経済的格差の一因

となる最も大きな要因であるとみられていた 31,32。現代の作業環境は、成人が起きている時間の

大多数を過ごし、科学者と同様に労働者もまた特徴付けられる活動を行い、要求され、強制され、

高いストレス状況にある。それ故、本論文では、広範囲に高血圧と CVD のリスクを増加させる

心理社会学的職業性ストレスに言及している研究結果に焦点をあてる。 
 
1.2. 職業性ストレス 
多くの職業性ストレス要因の異なったモデルが研究されている。最もよく研究された概念は、

業務の負荷で、すなわち高い心理的業務要求と低い業務裁量権の組み合わせによるものである 
(Fig.1) 33。更に最近では、職業性ストレスにおける成果報酬モデルが述べられている。このモデ

ルは、高い業務負荷（高い要求）と長期間の勤務にも関わらず低い裁量しかないという不適合を、

脅迫的労働条件と定義している 34。努力に関しては、仕事の要求（外的因子）や業務に深入りし

すぎる個人の個性である「オーバーコミットメント」（内在的努力）のいずれも定義されている。

低い評価とは、評価報酬（尊重や援助、良い待遇など）の低さ、低い収入、低い職位管理（昇格

の見込みが少ない事、業務の不安定、降格のおそれ、地位の不整合など）といった概念を含んで

いる。付け加えると、多くの研究は、「脅威を回避する必要のある監視業務」、例えば、人命にか

かわるような災害を回避するために高い覚醒レベルを継続的に保つ事を必要とする業務、を調査

している 35,36。これは、CVD に対して高いリスクのある多くの職業、例えば、バス、タクシー、

トラック運転手、航空管制官、船長などの特徴である。他の業務ストレス要因として、長時間労

働もまた調査されている。ストレスのある労働環境への延長されたばく露は、特に有害であると

みえる 37。 
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表1 仕事による負担

― 仕事の要求度が高い場合と仕事の裁量権が低い場合（意思決定権と技術能力）の組み合わせ  
 
1.3. 現代の経済と職場環境の傾向 
低い SES 集団 38-40の健康に劇的な影響を与えるであろう現代の経済と職場環境の傾向は、不景

気や収入の減少、人員削減、臨時の仕事、「リーン生産」といった新しいマネージメントシステム

のような仕事を激化させる可能性のある効率化された生産方式など、世界経済への様々な影響を

含んでいる 41。アメリカ商務労働省は、不景気と、収入の不公平さの増大は、アメリカ労働市場

において、技能を持った高い賃金の上層階級と、賃金の安い増加している低層階級とに二極化し

ていると報告している。アメリカは発展国の中で最も不公平があり 42、アメリカの収入の不均等

は、過去 60 年で最も高いレベルにある 43,44。 
業務の特徴における重大な変化も、過去の世代から起こっている。ヨーロッパでは、時間的拘

束（例えば作業負荷の要求）は 1977 年から 1996 年の間で増加し 45、アメリカでは 1977 年から

1997 年の間で報告され、自分の仕事の全てを行うのに十分な時間ではないという人の割合が 40%
から 60%へと増加している 46。アメリカの労働者の週間平均勤務時間は、1977 年から 1997 年に

かけて、3.5 時間から 47.1 時間に増加し 46、現在では、発展国の中で最も長い 47。アメリカにお

ける平均的な結婚後の夫婦は、1989 年よりも 1996 年において 247 時間多く勤務している 48。多

少の業務裁量の増加も報告されている。ヨーロッパでは、自分の業務速度によって自律的にいく

つかの基準を報告しているという仕事の割合が、1991 年の 64%から 1996 年の 72%に増えている

49。アメリカでは、自分の仕事において何をするかを決められる自由が 1977 年の 56%から 1997
年の 74%へ増加している 46。しかしながら、ヨーロッパにおいて、高い緊張を要する仕事（高い

要求と低い裁量）の割合は、1991 年の 25%から 1996 年の 30%に増加している 45。それ故、労働

環境のリスク要因は、CVD 発生率を保つもしくは増加させる大きな役割となっている。 
 
2. 仕事のストレス要因と CVD リスクの研究 

いくつかの総説は、心理社会学的職業性ストレス要因と CVD の関連について発表している

36,50,51。男性における業務の緊張と CVD についての 24 の研究 36（主に冠動脈心疾患）があり、



 

女性についての 6 つの研究 52があり、大部分は明らかに有意に関連がみられている。それらは主

にスウェーデンとアメリカで行われているが、イギリス、フィンランド、デンマーク、チェコ共

和国でも行われている。低い決定権（低い裁量）の要因は、CVD のリスクにおいて、心理学的業

務要求よりも、より一致して関連性がみられている。 
ドイツ 34,53、イギリス 54、フィンランド 55,56、スウェーデン 57の男性における、努力-報酬の不

均衡に関する 5 つの研究の全ては、ばく露と CVD の間に明らかに有意な関連がみられている。

女性における努力-報酬と CVD との研究は、現時点で行われていない。1 つのイギリスの研究 54

では、業務の緊張の影響と努力-報酬の不均衡は、統計学的にそれぞれが独立して冠動脈心疾患の

予測に寄与しているとしており、スウェーデンの研究 57では、CVD における、業務の緊張のばく

露と努力-報酬不均衡の混合した影響は、より強く、そしてそれぞれのモデルで独立した影響であ

ると報告している。 
数は少ないがいくつかの疫学的研究においては、脅威を避けるために慎重を要する活動と CVD

の結果の側面が明確に調査されている。イタリアの男性鉄道労働者において、心臓発作による死

亡の明らかな関連が、業務上の失敗の結果として経済や人生に対して与えるダメージの有害性の

妥当性と同様に、業務上の判断の経済的、財政的結果として認められた。58アメリカでは、冠動

脈障害において、仕事の特徴、状況の変化に注意を払う監視業務や危険性のある労働環境との関

連がみられた 59。爆発の危険を伴った業務に就くスウェーデン男性においては、心筋梗塞での入

院のリスクが増加している 60。感覚に注意を要する、または危険な業務に就く、フィンランドの

地方労働者では、冠動脈疾患のリスクが増加した 61。これらリスク要因の最も強い根拠は、職業

運転手、特に都市の交通機関の運転手（古典的な、脅威を回避する必要のある業務の例）におけ

る研究から導かれ、冠動脈疾患と高血圧のリスクを上昇させる職業であるとされている 62。 
仕事と CVD における関連は、男性と女性の双方において観察されているが、しかし、影響の

形式は、おそらく性差によって、就業条件と業務外のストレス要因が異なっている理由から、多

少異なっている。男性において、CVD における仕事の緊張の影響は、肉体労働者のほうが 63-67、

社会経済的地位が高い仕事に就く男性と比較して、リスク比が 10.0 以上高い 67。 
女性においては、フラミンガム・スタディにおいて、聖職者の 8 年間の心疾患発生率は、事務

系女性労働者の 2 倍であり 68、女性肉体労働者における 14 年間の発生率は事務系女性労働者の 3
倍であった 69。20 年間の心筋梗塞や冠動脈疾患の死亡リスクは、聖職者、肉体労働者、事務系労

働者の集団の間では、違いがみられなかった。しかし、低学歴、夫を持った聖職者、肉体労働（事

務系労働に対して）、金銭的不安、休暇の取り難さは、リスク増加に関連がみられた。70フラミン

ガム･スタディの女性聖職者において、仕事の緊張と冠動脈疾患との関連は、実質的には全ての女

性においてオッズ比 2.9 よりも高い、5.2 であった 71。冠動脈疾患を発症したフラミンガム女性聖

職者では、通常のリスク要因とは異なっていなかったが、おそらく、より反抗の抑制があり、サ

ポートをしてくれる上司がおらず、少しの転職しか経験がなかった 68。職業性ストレス要因に補

足すると、殆どの社会で、伝統的性別の役割パターンが、しばしば、家庭や家族の責任として根

強く存在している 31。仕事と家庭のストレス要因の複合は、低い SES 女性において、冠動脈疾患

のリスクの増加の説明に助けになるかもしれない。例えば、フラミンガム・スタディにおいて、

子供を持った聖職者（15.4%）の中での 8 年間の冠動脈疾患の発生率は、子供の有無に関係なく、



 

聖職者ではない労働者と比較して、3 倍近くを示した。8 年間の発生率で最も高い（21.3%）のは、

肉体労働者と結婚した女性聖職者であった 68。 
 
2.1. 職業性ストレス要因と高血圧 
いくつかの研究では、仕事の緊張による CVD リスクの増加に、リスク要因である高血圧が介

在しているのかどうかを調査している。いくつかの研究は、仕事の緊張と診療所で測定した血圧

の明らかな関連を示した 50。しかし、研究において関連の強い根拠は、24 時間自由行動下血圧測

定によって得られる 36。調査結果において、この違いの説明は、診療所や診療室で用いられてい

る略式血圧計には重大な問題があるという事である。例えば、仕事から離れ、休養時には、低値

の血圧となる。付け加えると、診療所では医師の存在による不安のような、血圧に影響しうるい

くつかの非定型的心理社会学的刺激が存在する。そのような刺激は、血圧に影響する大多数の通

常の要因とは特異的で無関係である為、個人の定型的血圧とは無関係の一時的な結果であろう。

更に信頼性があり、確実な血圧測定方法は、個人に勤務日を通して腕に自動血圧計を着用する 24
時間自由行動下血圧測定（ポータブル）である 72。観察バイアスが無く、測定数が増える為、略

式血圧測定と比較して、自由行動下血圧測定は、より信頼のある血圧測定を提供する。血圧が本

人の通常の日内行動と血圧上昇に継続的に影響する日内ストレス要因のばく露と通して血圧を測

定する為、略式血圧測定よりも、平均血圧においてもより確実である。自由行動下血圧測定は、

略式血圧測定よりも、左室の大きさの増加のような対象組織への影響と CVD の、より良い予測

因子である 72,73。 
男性における仕事の緊張（またはその成分）と自由行動下血圧の 10 の横断研究の多くは、量-

反応関係と同様に、業務中血圧と明らかに有意な関連を示す 74-80。測定が業務外でも行われた 5
つの研究では、仕事の緊張は余暇時間の収縮期血圧と関連がみられた。自由行動下血圧における

コホート研究でも、男性において仕事の緊張と明らかな関連がみられた 77,81。女性における仕事

の緊張と自由行動下血圧の 6 つの横断研究では、4 つが業務中収縮期血圧と明らかに有意な関連

を示す 78,82-84。仕事の緊張に直面する男性の業務中収縮期血圧は、仕事の緊張がないそれらより、

概して 4-8 mmHg 高い。女性における研究では、影響の絶対値の概算は、ますます高い。 
業務における高努力・低報酬の 3 つの研究では、結果としての高血圧を調査した。それらは、

男性における血圧 85、男性と女性における血圧 86、そして男性における高血圧と高 LDL 血症にお

いて、明らかに有意な関連を示した 87。最後に、日本における最近の 2 つの研究では、他の職場

環境ストレス要因と独立し、長時間労働時間は血圧上昇に関連を示している 88,89。 
 
2.2. 潜在性職場高血圧 

最近のデータは、隠れた職場高血圧の実質的有病率があると提案している。すなわち、正常の

普段の血圧の労働者であるが、自由行動下血圧計を用いた測定にて真の血圧が上がっているとい

う事である 90。そのデータは、本人が職場のストレス要因にばく露された時、つまり業務中に上

昇し、普段の血圧は正常を保っていることを示している。このように、業務関連高血圧の早期発

症は、通常の診療所血圧では簡単に同定できない。従って、本態性高血圧の発症における職業性

ストレス要因の病因論的役割は、単に通常の診療所血圧測定に頼っては隠されてしまう 90。この



 

発見も、労働者のリスク同定に、通常の血圧測定は頼る事が出来ない為、職場予防策と調査プロ

グラムの構想への影響を持っているであろう。 
 
2.3. 職場血圧の研究からの結果 
心理社会学的要因と自由行動下血圧 77,91-93についての長期間研究である、職場血圧研究は、1985

年にニューヨークの Cornell 大学医学部にて始められた。この研究では、仕事の緊張、若しくは

高い緊張業務は、標本の中央値において、自己申告制による心理学的仕事の需要度と、仕事の決

定範囲と併用して定義された。初めのデータ収集段階において（Time 1）、高緊張業務に雇用され

た男性は高血圧のリスクがしており（OR=2.9）93、左室体積指数（7.3g/m2）に増加がみられ 91、

自宅と睡眠時自由行動下血圧と同様に業務中血圧の高いレベル（収縮期 6.7 mmHg、拡張期 2.7 
mmHg）であった。年齢、BMI、人種・民族、正確な飲酒量、正確な喫煙状況、24 時間尿中ナト

リウム排泄量、教育レベル、タイプ A 行動、業務と職場における肉体的労作のような潜在的リス

ク要因を調整してあった 92,93。 
Time1 と 3 年後に収集した第 2 段階（Time2）からの調査データでは、繰り返し、若しくは累

積する仕事の緊張のばく露の基準を作成する事ができるとした。4 つに分類された仕事の緊張の

基準は、仕事、自宅、睡眠時自由行動下血圧のよく一貫した形式の関連を示した 77。いつの時間

においても仕事の緊張のない男性（n=183）はどの時間でも最も低い平均自由行動下血圧を示し、

これに反して慢性的ばく露者（n=15）は、どの時間においても最も高い平均自由行動下血圧を示

した。3 年間の観察期間の間に（n=17、n=15）、ばく露が変化した 2 つの集団（すなわち入れ替

わった）では、どの時間でも中間的レベルの血圧であった 77。 
仕事の緊張と自由行動下血圧との関連は、分けられた断面分析よりも慢性的ばく露の集団にお

いて強かった。慢性ばく露集団は、どの時間においても非ばく露集団よりも高い収縮期血圧

11-12mmHg と高い拡張期血圧 6-9mmHg の一貫性を示した 77。 
Time1 と Time2 における収縮期自由行動下血圧における累積仕事緊張の影響の大きさは、重大

で、この標本中のアフリカ系アメリカ人と白人の間では 2 倍以上の違い（5.8mmHg）があり、25
歳の年齢と体重が 50 ポンド多い事で推定以上の影響であった 77。それらは臨床学的にも明らかな

影響であった。拡張期血圧で 5-6mmHg の増加は、典型的には 20-25%の心疾患のリスク増加と

関連する 94。 
Time1 と Time2 の間における 3 年間の自由行動下血圧の変化分析では、Time1 で仕事の緊張

があり、Time2 では緊張のないと報告された人（n=25）では、業務中の収縮期血圧が 5.3mmHg、
自宅では 4.7mmHg の低下を示した（p＜0.05）77。この集団の男性では、業務中の拡張期血圧で

3.2mmHg、自宅で 3.3mmHg の明らかな低下もみられた。それらの平均は、年齢、BMI、人種・

民族、現在の喫煙状況、飲酒量、が調整された。 
時間と共に減少した仕事の緊張に関連した自由行動下血圧の低下は、早期発見と予防戦略が効

果的であるという事を示唆している。 
 
2.4. CVD リスクにおける心理社会学的職場ばく露の総合影響 

心理社会学的業務要因による CVD の人口寄与危険度（PAR%）は、重大になるであろう。



 

Karasek と Theorell は、年齢層によれば、スウェーデンにおいて 15-25%のばく露有病率と、男

性で 7-16%の PAR%結果を推定した 33。2.0（上記に述べた研究に基づいて）の相対危険度と

15-25%の仕事の緊張の有病率概算（現在の経済傾向と現在のヨーロッパの調査から与えられた概

算）は、13-20%の PAR%を算出する。デンマークでは、単調で高速な仕事（仕事の緊張の代名詞）

の PAR%は男性において 6%、女性で 14%（RR=2 と男性 6%、女性 16%の有病率に基づいて）と

推定された 51。しかし、様々な職場のリスク要因の複合、相乗影響を調査した研究は非常に少な

い。 
 
3. 職業性ストレスと CVD との関連を介する経路 

CVD の発症に影響を及ぼす仕事のストレス要因による機序が十分に解明しているのに対し、少

なくとも 4 つの可能な経路が存在する 50。初めの 2 つの経路は、脆弱な個体の中で、粥状硬化症

との関わりと心血管イベントのリスク増加の元で議論されている。仕事のストレス要因は、手が

かりの機序として、血圧上昇を伴ったいくつもの基本的心血管リスク要因を経由した影響も含ま

れる。 
 
3.1. 粥状硬化症 
裁量権の低さと血漿フィブリノーゲン高値との関連から、凝固亢進から粥状硬化症に結びつく

いくつかの根拠が示されている 95,96。この経路はエピネフリン値と凝固との関連、例えばエピネ

フリンによる血小板付着の促進に一致している 33,97,98。40 歳前に心筋梗塞に罹った男性の研究で

は、裁量権が低い状態に 5 年間以上ある人は、そうではない人よりも、冠動脈粥状硬化がより進

行を示した 99。フィンランド人男性の研究では、仕事において低い需要と低い経済的報酬に 4 年

以上従事した人は、低い需要と高い報酬の人よりもより早く頸動脈粥状硬化の進行がみられた 56。

高血圧も粥状硬化症の要因である 100。 
 
3.2. 傷つきやすい人々における心血管イベントのリスク 
傷つきやすい人々における心血管機能の副腎交感神経系活動の影響は、例えば、心筋の酸素需

要の増加と酸素供給の低下からいたる心筋虚血や 101、心臓の電気的な不安定化 102、凝血塊の形

成と不安定なプラークの破損リスクの増加 100を含んでいる。血小板の活性化とフィブリノーゲン

濃度（双方、ストレス関連）は、急性血栓症にも大きな役割を果たしている 100。仕事の緊張は、

心臓の状態に関連を持つ、タンパク同化過程（修復機能）も阻害するのかもしれない 103,104。緊張

を有する仕事に戻る事は、45 歳以前に初回の心筋梗塞を発症した男性らの間において、虚血性心

疾患に関連した死亡リスクを増加させる事に関連がみられた 105。 
 
3.3. CVD リスク要因の知見 
3.3.1. 高血圧 

CVD リスク要因の知見の促進における仕事のストレス要因の役割の最も強い根拠は、高血圧で

ある 36。根拠の発展は、心血管代謝疾患（CVM）としても知られている、高血圧集団における交

感神経系の過剰反応と様々なアテローム生成の生化学的異常と関係する。CVM は、高血圧、総コ



 

レステロール、中性脂肪、インスリンの増加、高比重リポタンパク（HDL）の低下、中心性肥満、

インスリン抵抗性と耐糖能、凝固性亢進と線維素溶解を含んでいる 106,107。 
Henry と Stephens の研究 108,109を基にして、Frankenhauser らは、交感神経副腎髄質系（カ

テコラミン、エピネフリン、ノルエピネフリンを分泌する）と視床下部下垂体副腎皮質系（コル

チゾールのようなコルチコステロイドを分泌する）の、ストレス反応における 2 つの神経内分泌

系の関係を確認した。例えば制御可能で予測可能なストレス要因の直面といった、組織が管理に

影響を及ぼす事の出来る状況下において、エピネフリン値は増加するが、コルチゾールは低下す

る。しかし、強要されるが低管理状況（高い業務緊張に類似）において、エピネフリンとコルチ

ゾールの双方が増加し、疲労に対する作用が経験された 79,110-113。カテコラミンとコルチゾールの

増加値は、心筋病理学において高度の影響を持つ事を示した 114-116。コルチゾールは、エピネフリ

ンの影響を強調し、延長する 117。それらホルモンの組合せは、血圧上昇の促進 113、異脂肪血症

117、心血管代謝疾患を促進する 107。 
ストレスの生理学は、ストレスは個人の環境必要条件の認識だけに依存するというストレスマ

ネージメント施策にて与えられる基本的助言に反論を呈する。事実、環境における個人の管理可

能レベルは、ストレス反応誘発のタイプに合致する。付け加えると、個人管理はストレス反応の

持続時間減少によって陽性反応を及ぼすかもしれない 110。反復性で機械的速度の仕事は、過度の

時間外労働と同様に、神経内分泌レベルを基本値に戻す時間を延長する傾向がある 110,111。自由行

動下血圧の研究は、持ち越しの影響や高緊張業務従事者における業務中、自宅、睡眠時血圧の継

続的上昇は、他の労働者のレベル以上である事を示している 36。くつろぎへの他の障害としては、

自宅に戻った時に多くの労働者（主に女性）が直面する、2 つの役割（家庭と子供に対する追加

的責任）があるかもしれない 118。 
急激な血圧上昇から慢性本態性高血圧へ至る正確な機序は十分に描写されていない一方、業務

緊張のばく露に関連する自由行動下血圧の結果は、一般的に我々が現在理解しているものと一致

しているようである。それらは、早期段階においてアドレナリン作動性の刺激をし、その後構造

的変化へと発展し、最終的に高血圧の持続に導く事を含んでいる。仕事の緊張へのばく露が左室

体積指数増加に繋がっているという経験的データもある。職業性ストレス要因に関連したそれら

機序の深い議論については、Schwartz ら 113を参照されたい。 
 
3.3.2. 高血圧以外のリスク要因の知見 
職業性ストレス要因と血漿コレステロール、習慣的 CVD リスク要因の関連の研究では、不一

致な結果を生じている。労力-報酬の不均衡は、いくつかの研究 86,119において LDL/HDL コレス

テロール比と、また高血圧と高脂血症の合併 87とに関連があった。報告はなされていないが、い

くつかの根拠が、仕事の緊張と喫煙頻度や禁煙との関連に存在する 120-123。職域における血圧研

究では、禁煙男性は、禁煙しなかった人あるいは喫煙しない人と比較して、3 年以上仕事の裁量

権が明らかに増加していた 124。仕事の緊張は、BMI125と皮下脂肪厚 126とに関連を示しているが、

仕事の緊張と他の仕事のストレス要因についての研究では、体重増加とは関連がみられない

120,124,127-129。休暇時間の身体的活動は、2 つの研究において仕事の緊張と仕事の要求、裁量権と

に関連がなかった 124,128。しかし、他の研究では、座位の行動の多さは、低裁量権の男性と女性



 

120,130、女性における高い業務要求 130に関連がみられた。 
 
3.4. 社会心理学的機序 

高血圧と CVD の発症のおける個人の素質（例えばタイプ A 行動や敵意）や感情状態（例えば、

不安や怒り、抑うつ）による正確な役割は、不明確のままである。正確な根拠は、高血圧よりも

CVD との関連においてより一貫している。 
 
3.4.1. 高血圧 

他の研究 132,133,135,136では、関連は見いだせなかったのだが、いくつかの研究では、高血圧は内

面的攻撃性 131と不安 132-134に関連している。1）高血圧のような疾患に診断された事による不安

や怒り 137,138、2）血圧測定における固有の困難 139など様々な方法論的問題 136が、研究者を悩ま

している。例えば、血圧がより正確な自由行動下血圧測定を用いて測定された時、血圧と個人の

素質や感情状況には関連がみられない 136。必要であるものは、高血圧の発症における環境ストレ

ス要因と個人特性の間の、相互作用や介在を特定できるモデルである 50。例えば、抑制された怒

りは、仕事のストレス要因として報告されている中で、唯一、男性の時間給労働者において、高

血圧の罹患率と関連があった 140。 
 
3.4.2. CVD 
慢性的不安は、低い SES、失業、社会的孤立、仕事の不安定と仕事の緊張のような社会的因子

と CVD との間を介在する要因であるかもしれない。多くの感情は、社会的状況を埋め込んだ力

と状態の変化への反応である 141。多くの研究において、不安と仕事のストレス要因の間の有意な

関連がみられている 142-146。うつ病も、CHD と将来へ関連がみられ 147-149、ストレスのある仕事

特性と関連を示している 142,143,150-152。タイプ A 行動は、あらゆる環境によって誘発されるいくつ

かの不変の過程の行動上と生理学的反応に導かれる、一組の個人特性ではないと描写されている。

むしろ、それは、高いストレスと難しい状況を誘発する特異的な形による相互作用となる一組の

素因の結果としてみえる 153。タイプ A 人間の敵意を構成する部分は CHD リスクとなり得る 154。 
いくつかの研究では敵意と仕事の緊張度との関連も指摘されている 143,146,155。 
 
3.4.3. 業務特性の役割 
更なる研究が、仕事のストレス要因が、部分的に個人特性や不安、怒り、敵意、抑うつの増加

による、高血圧と CVD のリスク要因を増加させるかもしれないという仮説の検証を必要として

いる。Karasek の仕事の要求-コントロールモデルは、個人素因の成人社会化と仕事上引き起こさ

れる行動形式を示している 33,130。低管理・低要求状況（受け身の仕事）への慢性的適応は、自己

効力の減少、疎外感 156、問題解決能力や挑戦への取り組みの減少 33,152、抑うつ 152や無力感の自

覚 157などを結果とする事が出来る。逆に、高い業務要求が、大きな権限と能力に一致した時、よ

り積極的学習や内的管理能力の発展がみられる。これは、個人へ、対処方法の広い範囲の開発を

可能にする 158。例えば、スウェーデンでは、6 年以上、業務がより受け身的になった労働者は、

政治的関与と余暇の活動性が減ったと報告された。対して、仕事がより能動的になった労働者で



 

は、それら活動に、より関与がみられた 33。アメリカの研究では、決定範囲と同様の意味をなす

より大きな職業性の自己指揮権のある人において、知的柔軟性の増加、非独裁主義、1 つの行動

に対する反応性獲得能力、余暇時間の知的な要求において、10 年後に根拠がみられた 159-161。 
 
4. 職業性ストレス要因の測定 
自記式質問紙 162、職種の平均値 163、観察者による評価 164の 3 つの主要な研究法が、心理社会

学的職業性ストレス要因の測定に使用されている。自記式質問紙は安価で、管理が簡単で、国の

職域調査データが用いられる場合、調査参加者と職種による職業特性の国の平均と比較する事が

出来る傾向がある。それらの限界は、自記式バイアスの可能性が含まれ、低い読解力による回答

困難、質問項目の参加者の母国語への翻訳文の欠如、その他文化の横断的確証の問題が含まれる。

我々は、職業に特化した質問による一般的職業性ストレス要因の質問票の追加を推奨する、そし

て介入研究においては参加者に研究結果を情報伝達する為に有用な対象集団を選定する。同一の

職種で同じ雇い主の研究参加者に対して、職種において平均化された自記式調査票を用いる事が

自記式バイアスの可能性を減らすかもしれない。 
職種平均（業務特性値の代入）は、職業性ストレス要因の平均値（例えば、それぞれの職業性

ストレス要因の平均値）が、人口調査に基づいた様々な標準的職業と産業集団において規定され

た 1 つの方法である。引き続き、それら職業性ストレス要因測定は、被験者の業務責務記録に基

づいて個人被験者に割り当てられ、負わせられる。この方法は、個人の職業における情報を含む

が、詳細な業務特性のない研究において帰属するストレス要因スコアを用いる能力と同様に、自

記式バイアスを減らす可能性に利点がある。この方法の限界は、職業特性における職種の多様性

の欠如や、小さな職業を把握する正確性の欠如、そして亜集団や違った時代で職業スコアを用い

るときの一般化への疑問である。 
職業特性の外部評価は、企業記録の検証、業務中の個人に対する実際の観察を行わない職種の

専門家の評価、監督者若しくは共同研究者の評価、そして訓練された観察者による職場観察の主

に 4 つの手法がある。それらは、実施に時間の消費と高い費用を要する可能性があるが、しかし、

我々は、以下の状況においてそれらの使用を推奨する。自記式調査の検証の必要性、特に業務要

求や能力利用などのように業務特性に対する時、自記式調査が、抑圧的対処や否定によって不正

確であるかもしれない、そして抑圧的対処が疾病（例えば、高血圧、アルコール依存症）の病因

論に原因の関連が成立する可能性があるかもしれない場合である。また、非常に多くの類似した

業務作業（例えば、反復する組立ライン作業）が企業内にある場合や、標本数が類似した作業の

全ての労働者に観察的測定によって増加する可能性がある時など、職業性ストレス介入研究の為

に詳細な情報を集める時などにも使用できる。 
我々は、同時に可能なだけ多くの方法を用いる事を推奨する。自記式質問票は、職業性ストレ

ス要因を評価する最も一般的な手法であるので、我々は、下記のそれら手段における更なる詳細

を提供する。我々は、ストレス認識を測定する質問紙票については言及しない。適応によって、

職業性ストレス要因に直面した人々は、必ずしも困難の自覚を報告しない場合がある。例えば、

職域血圧研究では、仕事の緊張は不安や困難の自覚と関連しない 146。 
 



 

4.1. 職域と一般における心理社会学的職場環境の測定 
職業性ストレス要因の質問票開発の 1 つの方法として、例えば、看護師 165、教員 166、バス運

転手 167-169のような特定の職業や職場に特化した質問を聞く事である。そのような調査票は、代

表的職場（管理職、労働者、医療従事者）が、疾患と健康に関連のある職場環境の特徴の同定や

変化を試み多彩に、特に介入結果 170において、豊富で詳細な情報を提供する。職業特異的質問票

は違った職種間での職業性ストレス要因の比較に使う事が出来ないが、代替法により様々な職業

を超えて十分に使われる一般的言語を用い、要求されることや裁量権、社会的援助のような一般

的または、全体的な業務特性を測定することができる 32,53,169,171。しかし質問項目が現在の業務か

らかけ離れているため介入研究には適さない 170。このような手順は、要求-制御モデルや努力-報
酬モデルのような、職業性ストレスの方法論の開発に重要であり、研究者が業務特性と CVD の

関連性を報告することを可能にする。 
 
4.2. 業務特性の測定 

1960 年代から、過剰な質問票、スケール、問診計画、その他ストレス測定方法が出現し、発展

した 170。以下に、CVD の研究にて業務状況を述べる為に広く用いられている質問票を短く述べ

る。それらの全てが、心理学的要求、制御または裁量権、社会的援助、仕事の不安定さのような

業務特性に焦点をおいている。 
 
4.2.1 Job Content Questionnaire (JCQ) 

JCQ の中心的質問 171,172はアメリカの Quality of Employment Survey(QES)が出したもので、

1969 年、1972 年、1977 年に雇用されていた労働者に対して国で施行された。このように、あら

ゆる標本に対する JCQ スケール得点は、全国的アメリカの平均点と、職種、性別、産業規約によ

って、比較する事が出来る。JCQ は北部アメリカ、ヨーロッパ、日本で広く用いられている。そ

のスケールの平均値と標準偏差は、とても類似し、内部整合性は、国民を通して類似する

（Cronbach の α 係数=0.73-0.74）傾向がある。それ以上の情報は、

www.uml.edu/Dept/WE/jcq.htm を参照。 
 
4.2.2. Swedish Demand-Control Questionnaire (DCQ) 
スウェーデン DCQ は、多くの研究 66,67で用いられている JCQ の短縮版、改変版である 81。そ

れは、JCQ が 9 つの質問であるのと比較して、裁量権の評価として 6 つの質問を含んでいる。社

会的援助スケールもあるが、JCQの社会的援助の質問がより客観的で事実上手段になるのに対し、

職場環境に対して、より適応している。それ以上の情報は、Tores.Theorell@ipm.ki.se を参照。 
 
4.2.3. Whitehall Job Characteristics Questionnaire 

英国市職員への Whitehall II 研究を実施した研究者は、彼らの研究 173に決定権の質問を加え、

回答書式を変更する事で、JCQ を適応させた。それ以上の情報は、Amanda Nicholson, 
Department of Epidemiology & Public Health, University Cokkege London, 1-19 Torrington 
Place, London WC1E 6BT。Email: amandan@public-health.ucl.ac.uk へ。 



 

 
4.2.4. Effort-Reward Imbalance (ERI) 

ERI モデルは、低い仕事の安定性や出世の機会（仕事の不安定、望まない変更、少ない出世の

見込み、教育レベルを十分に反映していない仕事（地位の不一致））を含み、JCQ、DCQ、Whitehall
質問票よりも仕事のコントロールの広い側面を強調している 34,174。それ以上の情報は、Johannes 
Sigrist, email: siegrist@uni-dusseldorf.de。 
 
4.2.5. Occupathional Stress Index (OSI) 

OSI は、高い心血管リスクの職業における業務の形態のように、どのようなストレスが CVD
を導くのかを定型化するのと同様に、仕事の要求-コントロール（仕事の緊張）モデルの基本的要

因を取り入れている 35,169,175-177。OSI は、認識的な人間工学・神経生理学的手法を反映し、基本

的な仕事のストレス要因質問紙票よりもより特異的質問を含み、このように介入施策において、

診断ツールとして有用となる事が出来る。職業運転手と内科医への特化版が利用可能で、教師版、

聖職者版、空港管制官版、製造ライン労働者版が開発されている。それ以上の情報は、Karen Belkic, 
Center for Social Epidemiology, Room 202, 1528 6th St., Santa Monica, CA 90401, 
310-319-6595, email: kbelkic@hsc.usc.edu。 
 
4.2.6. National Institute for Occupational Safety and Health (NIOSH) General Job Stress 
Instrument 

NIOSH 質問紙票は、認識上の要求、役割葛藤、役割の曖昧さ、人の責務、暴力や怪我の脅威

に関する項目を含む、100 以上の質問から構成される 178。それ以上の情報は、Joseph J. Hurrell, 
Jr., NIOSH Division of Surveillance, Hazard Evaluations and Field Studies, Mail Stop R12, 
4676 Columbia Parkway, Cincinnati, OH 45226, 513-841-4428, email: jjh3@cdc.gov。 
 
4.3. 職業性ストレス要因測定の将来への展望 
上記に述べた質問紙票は、大部分が、要求、コントロール、援助、仕事の安定性といった個人

の業務特性に焦点を当てている。補助的質問だけが、部門を超えた従業員の影響や事業主の方針、

方法、労働者団体を通した代表的影響、昇進の見通しのような、広い論点について尋ねている。

同様に、電気的モニターや出来高給制度、効率的生産や総合品質管理（TQM）、セル式やモジュ

ール式生産や患者本位看護 41のような新しい会社組織の仕組みのような管理技術を測定する質問

紙票はない。それら新しい業務方式は、業務水準業務特性と仕事のストレス要因水準の増加に伴

う労働者の健康において、劇的な影響を持っているかもしれない 41。職業団体や会社組織の方針

や方法（完全版 JCQ や NIOSH 質問紙票として）、長期間の仕事の安定や昇進の機会（ERI とし

て）の側面において、仕事のコントロール概念の拡大だけではなく、完全版 JCQ は、集合的に動

かす仕事のコントロールの側面も測定し始めている 179。そのような集団的管理、例えば、労働組

合集団的協定の承認を通して、労働者（特に低い SES 労働者）に対して、職務管理の実行、仕事

の安定化の達成、昇進の見通しの改善、望まない変化の最小化において、重要な意味となるかも

しれず、またこのように仕事のストレス要因による健康リスクを減少させるかもしれない。仕事



 

のストレス要因測定のこれ以上の詳細は、Landsbergis と Theorell162を参照。 
 
5. 予防と対処の施策 

高血圧と CVD の高い有病率と、それらの業務関連性に関する根拠を考えると、もし個々の臨

床医が 1 人でそれら状況に対処と予防を試みたら、すぐに圧倒されてしまうであろう。公衆衛生

施策が必要とされている。The National Heart, Lung and Blood Institute（NHLBI）は、「一次

予防無しでは、高血圧問題は解決されないだろう。そして、年齢による血圧上昇の予防と全体的

血圧値の減少への全国的施策は、単に出来上がった疾患に対する対処よりも、心血管疾患の罹患

率、死亡率に影響を与える事が出来る。」180と強調した。しかし、NHLBI は職場環境への言及は

行っていない。これに反して、東京宣言 181では、アメリカ、ヨーロッパ、日本の専門家が、業務

起因性ストレス健康問題の範囲を特定化する為と、改善努力の評価に対する基準の提供の為に、

個々の職場環境の調査と、国家的な取り組みと地域レベルでの監視プログラムを必要とした。彼

らは、職場を職場環境のストレス要因と、1 年間のそれらばく露による結果として知られている

健康結果の両方で評価する事を推奨している。 
この手法に基づいて、我々は、職場の健診が、特に血圧上昇などの心血管系結果と関連するデ

ータと一緒に、仕事の緊張のような心毒性ばく露における、有病率データを獲得する為に用いら

れる事を推奨した 182。臨床医は、この過程において、業務起因性の健康事象の可能性として、業

務起因性高血圧集団を同定する事によって、活発な公衆衛生の役割を担う事が出来る 183。言い換

えると、特に若い労働者において、通常ではない高い高血圧有病率のある職場の認識によって、

臨床医は対象現場を、1 次若しくは 2 次予防対策によって、助ける事が出来る。この順行な手法

は、実行可能であり、実用的である 183。委託された都市大量輸送運転手の心血管調査を通じて、

臨床医の観察は、国際的指標における研究、この職業集団において、通常ではない高血圧の有病

率の提示、仕事の緊張と他の心毒性状況のばく露改善努力の促進に対して、基準の設定の助けと

なった。 
公衆衛生施策の一部として、我々は、臨床医、健康教育者、産業保健心理学者、人間工学者、

疫学者、そして他の医療職を含み、高いリスクの職場と業務の同定と、臨床治療の提供、職域介

入の設計と実行を行う為、共同の取り組みも推奨する。この取り組みモデルは、労働者と事業主

の教育と、職場の危険認識に、直接的に臨床医学的対処を取り込む為、内科医、産業衛生学者、

人間工学者、健康教育者、ソーシャルワーカを利用できる、ニューヨーク州産業保健-臨床医学ネ

ットワークである 184。臨床医学的診療に対する更なる推奨として、職域における健康増進、会社

組織への介入、法的取り組みを以下に述べる。 
 
5.1. 臨床診療 
5.1.1. 評価 
職場要因について助言を説明する為の臨床家が利用可能な（身体活動は除外して）公表された

ガイドラインはない 182。第一段階は、現在の業務が高リスクかどうかを確かめなければならない。

それから、臨床医は、患者が、業務において、どのような身体的、化学的、業務予定や心理社会

学的な CVD リスク要因にばく露されているのか確かめ、それらのどの位が残業を増やしている



 

のか、調べなければならない。JCQ のような質問紙票は 171、業務特性と仕事の緊張の評価を助け

ることが出来る。 
 
5.1.2. 健康増進 

臨床家の他の役割としては、患者に、喫煙のような彼らの不健康な行動のレベルを減らすよう

助言する事である。しかし、いくつかは、多大な時間を専念し、最高水準の方法を用いたにも関

わらず、職業運転手において系統的に適用したそれら我々の成果は、ストレスの多い職場環境に

おける付随する改善でない限り、良くても単に小さな効果であったと分かった 183。いくつかの根

拠が、個々の結果として、職域におけるストレスマネージメント介入の効果があるとして存在す

る 185-187。休養と認識施策の併用は、個々のストレスマネジメント介入の最も効果がある形と示

している。しかし、Ivancevich ら 189は、個々の 70%は、運動習慣に対する長期間の約束を保持

できず、しばしば以前の生活習慣に戻ると提案する。ストレスマネジメント介入が有意な効果を

持っているかもしれないが、労働者が変化のない職場環境と職業性ストレス要因の高いレベルに

戻るのなら、それら有用な効果は減退するかもしれない 190。 
 
5.1.3. 対処 
診療所で測定した血圧が 140/90 mmHg を上回るのなら 191、高血圧の薬物治療に患者を配置す

るという臨床診療は確立しているが、効力の論点、副作用、費用といった、そのような治療に関

連した重要な限界 192がある。第一に、臨床研究における血圧降下は、将来の罹患率と死亡率を正

常血圧の人と同様のレベルには下げない 180,193。軽度高血圧における大規模な研究では、心血管事

象のリスクにおいて、高血圧の臨床治療の効果はみられなかった 194,195。第二に、薬物の副作用は、

個人の生活の質において、重大な負の影響を持つ事ができ、同様に罹患率と死亡率を引き起こす

事が出来る 196,197。第三に、慢性的治療は、重大なコストと関連がある。それら全ての理由は、職

場環境の変化を含み、薬理学的介入を行わない事は、管理された臨床研究を必要とする、可能な

治療方法を表している 192。 
 
5.1.4. 仕事への復帰 

CHD の死亡率 105や血圧上昇のリスク 77を理由として、ストレス要因のある職場へ戻る時には、

臨床医は、職場環境の改変を助言する点で、重要な役割と果たす事が出来る。以前に引用した、

45 歳以前に初回の心筋梗塞を発症した男性の研究において、高い緊張の仕事に戻る事の予測可能

な強度は、血管造影上で冠動脈硬化を評価されたのと同程度危険であり、通常のリスク要因に適

応した後でも左室駆出能により強く影響する 105。心血管系の治療（例えば、線溶系、冠動脈血管

形成術、冠動脈バイパス手術、ペースメーカー技術、自動埋め込み式除細動器、そして薬物）の

進歩は、業務に復帰できるように、多くの患者の心血管機能の評価を可能にしている。しかし、

患者の主治医、循環器専門医、業務状況を改変させるのに適切な人物を含み、業務は様々な患者

との共同作業によって改善されるべきである。 
 
5.2. 職域における健康増進 



 

健康教育者と行動科学者が、職場に社会的な変化をもたらすことによって労働者の健康の改善

を促進し介入することができる場所であると気づいてきた 199-201。職場は、企業方針 200-202や基準、

業務特性 33,130,200の影響を通して、健康行動への影響と疾患のリスクとして、重要な社会環境と

しても認識されている。 
1978 年から 1995 年に実施された 12 の職場の健康増進を研究した 1 つの総説では、有望な臨

床的結果と費用結果が示され、より現実的でより正確に設計された研究は、正確に設計されてい

ない、若しくは早期の研究を否定すると言うよりも、援助する傾向がある 203。しかし、他の総説

では、多くの研究は、対象集団やランダムに割り当てられた対象を含んでおらず、特に高い消耗

によって、介入の全ての影響が増加する傾向のある自己選択バイアスと同様に、支持率の増加が、

陽性バイアスの結果かもしれないという、多くの影響を決めるのに、短い測定期間であったと記

した 201。身体、心理社会学的または、仕事の緊張を含めた職場環境の方針に焦点を当てた介入は

ない。労働者は、関与する為に必要な、柔軟性の提供を必要としている 203。多くの計画が、リス

ク要因の減少施策（例えば、禁煙、ストレスマネジメント、健康リスク評価）であると強調する

が、組織の施策として、職場環境の身体的社会的質を増強する、疾患予防と安全なプログラムは、

取り込まれていない 204。しばしば引用される限界の 1 つが、リスクが高い人達（例えば、低 SES
労働者 205-207、）の関与がない傾向である。低 SES 集団におけるCVD と高血圧のリスクにおいて、

仕事の緊張の最も大きな影響は、低 SES 集団に必要な、職場の健康増進プログラムはより完全に

供給される事を必要とし、ストレス要因の職域における原料と行動の影響を配置する事を意味し

ている。 
 
5.2.1 健康増進と環境介入を取り込む計画 
多くの研究者達が、行動と環境への介入に相補的に発展する為、職域における健康増進と産業

保健を取り入れる事を推奨している 33,199,200,208。そのような計画の 1 つの例 206としては、マサチ

ューセッツの 24 の事業所で実行された WellWorks Project がある。明らかな関連が、栄養学への

関与と活動に関与した環境ばく露の間に観察され、職業上の危険のばく露を減らす為の計画への

関与は、健康増進活動において、肉体労働者の参加に関与しているかもしれない。付け加えると、

労働者が彼らの雇い主が職業上の危険を減らそうとしている変化に気が付いた時、彼らは喫煙と

栄養学的活動の両方において、おそらく、より関与するであろう 207。肉体労働者の時間的拘束と

業務責任のような関与への障害は、例えば健康増進活動に関与する為に仕事を休むという協定を

通して位置づけられた 206。 
 
5.3. 会社組織への介入 
会社組織と仕事のデザインを改善し、職業性ストレス要因を軽減し、より健康な企業組織を作

る為の、限られた数の介入効果が、実証されている 209-211。例えば、スウェーデン市職員への介入

は、仕事のストレス要因を減らす為に活動計画を開発し実行する労働者委員会が含まれた。アポ

プロテイン B/アポプロテイン AI 比の明らかな減少が、介入集団で生じたが、対照群では生じな

かった。作業上の激励と自律性は、介入群で明らかに増加したが、対照群では同じにとどまった

212。ストックホルムの困難な市内バス路線での他の介入は、時間の強制を減らすよう計画され、



 

交通量の促進をした。明らかな収縮期血圧の減少（-10.7 mmHg）が介入群でみられ、比較集団

より（-4.3）も大きかった 213。スウェーデンの現地調査では、収縮期血圧、心拍数、エピネフリ

ンと自記式疲労が、伝統的自動組立ラインで、小さな自律的集団で、速さと彼らの仕事の中身に

影響を及ぼす、より大きな機会を持ち、新しくもより柔軟性のある会社組織でもない業務勤務に

おいて、明らかに増加した事を示した 214。介入計画と言うよりも観察的とは言え、職域血圧研究

は、3 年以上、仕事の緊張状況から離れる事は、収縮期血圧の 5.3 mmHg の低下と拡張期血圧の

3.2 mmHg の低下を示した 77。 
 
5.4. 職域におけるストレス要因軽減の法的手法 
アメリカにおける産業保健と安全の運動は、規制 215や集団組織的協定を通して、いくつかの職

場の危険を減らす可能性がある 216。しかしながら、過重労働組織と、仕事の緊張のような心理社

会学的ストレス要因を規制 217したり、協定する 216効果は、より限定的な成功を収めているが、

おそらく、それ以前に、事業主は、職場における権威を譲る事に気が進まない。この領域での発

展の約束は、カリフォルニアとニュージャージーのような、アメリカにおいて、医療従事者に対

して、最小のスタッフ数、必須の時間外労働の限界を提供する、最近の法律が制定された。アメ

リカにおいて効果があるとされているモデルは、会社組織と健康障害要因に対して、職業性スト

レス要因を規制した、スカンジナビア、ヨーロッパ連合 218、日本 219での立法である。 
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